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落下式衝撃試験装置の開発＊

峯岸正勝＊１，熊倉郁夫＊１，岩崎和夫＊１

Development of a falling-weight impact testing machine at NAL

Masakatsu MINEGISHI , Ikuo KUMAKURA, Kazuo IWASAKI

ABSTRACT

　This paper describes the specifications of a falling-weight impact testing machine developed by NAL.
The new in-house testing machine has a maximum impact energy capacity of 5kJ and is suitable for studying
the behavior of energy-absorbing structural elements and the dynamic fracture of small-scale structural
models. The system is equipped with a high-speed data acquisition system including a digital high-speed
video recorder.

Key  words: Impact testing machine, ｉ Impact test, Data acquisition system

概　　要

　航空機が事故により破損に至る様な衝撃環境に遭遇した場合，搭乗者の生存率を向上させるため搭乗者や

搭載物に伝わる荷重をある許容限度内のレベルまで低減することを目標に現有落下式衝撃試験装置を用いて

衝撃吸収部材の研究を進めてきたが，当装置の負荷エネルギが最大 413Jと小容量であるため開発した衝撃

吸収装置の実用形態での性能確認や試験レンジの設定範囲等に多くの制約が発生した。また，計画する航空

機構造模型の落下衝撃試験の実施にも対応できる負荷容量の大きな装置が必要となった。

　開発した装置は構造要素の落下衝撃試験等に於いて想定される最大負荷エネルギ５ kJと供試体の各種取

付方法に対応できることを条件とした。ここでは，開発に当たって考案した個々の要素と計測システムとし

て新規に導入した高速度ディジタルビデオカメラ装置の概要ならびに胴体下部構造模型を用いた装置の性能

確認試験について報告する。

１．序　　論

　航空機が事故により破損に至る様な衝撃環境に遭遇し

た場合，搭乗者の生存率を向上させるためには搭乗者や

搭載物に伝わる，または，それ自身の慣性に起因する荷

重をある限度内の許容レベルにまで低減する必要がある。

著者らは航空安全に関する研究の一環としてアルミニウ

ム円管の破壊による衝撃吸収特性の研究を進めてき

た。１，２）個々の試験片や小規模な構造要素の供試体の衝

撃負荷試験には現有の落下式衝撃試験装置を用いてきた

が，負荷エネルギ容量が最大413 Jと小容量であり，研究

成果を基に開発した衝撃吸収装置の実用形態での性能確

認試験や試験レンジの範囲設定等に於いて負荷容量不足

に起因する多くの制約が発生した。また，機体構造要素

の耐衝撃性向上に関する研究で計画する規模の衝撃負荷

容量にも対応できる装置が必要となった。

　試験装置の試作に於ける目標は，開発した衝撃吸収装

置の実用形態での性能確認試験の実施をはじめ，試験レ

ンジ範囲に制限を生じて実施できなかった衝撃エネルギ

領域の追加試験や今後計画する機体構造要素の試験に必
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要な現有の10倍強の負荷エネルギ５kJの能力を有するこ

とである。ここでは，フレーム構造，重錘の懸垂装置及

び分離装置等の開発を行った 。また，計測装置は速度・

変位計測装置及び高速度ディジタルビデオカメラ装置を

含めた総合計測システムとして構築した３）。以下に，現

有の試験装置及び開発した試験装置の概要ならびに性能

について述べる。

２．現有落下式衝撃試験装置

２．１　装置の性能

　本装置は米国General Research Co.製の Dynatup GRC-

8250型機である。Fig.１に示す現有の試験装置は同機の

標準型フレームと下部に特注試験台を追加した構成であ

る。それぞれの主要寸法は標準フレームの床面積510 mm

×460 mm，高さ2100 mmと特注試験台の床面積1100 mm

× 1100 mm，高さ 930 mm等であり，フレーム中央には

159 mm幅で 19φmmの鋼製円柱を２本垂直に固定して

ある。この支柱間を繋ぐ上下のメンバとこれを両側面よ

り挟んで固定するプレートで四辺形の重錘を構成してい

る。この重錘はワイヤロープ，天井の滑車を介してホイ

ストモータで所定の高さに懸垂され分離落下する。支柱

と上下メンバとの接触部分には摩擦抵抗を減少させるた

めの滑り軸受（銅合金）が挿入してある。重錘は総重量

を変更するため６種類のプレートを用意してあり，これ

らを交換または追加することで約 2.5 kg（5.5 Lbs）から

約 45.3 kg（100 Lbs）を選択できる。また，下部メンバの

下面中央に円柱状の専用負荷ジグ（以後，タップと呼ぶ。）

を固定し，この先端が床面に設置した供試体に接触する

ことより局所的な衝撃を負荷することができる。重錘を

落下させる方法には自由落下モードと加速モードの２方

式がある。自由落下モードでは上記の全ての重錘を最大

１mより落下させることが可能である。このモードでの

最大速度は約4.27 m/sec，最大負荷エネルギ413 Jである。

一方，加速モードでは空気源，ソレノイドバルブ，エアー

シリンダ，コイルスプリング等で構成するアシストシス

テムにより圧縮されたコイルスプリングの反発力を利用

して最小重量（約2.5 kg）の重錘を最大速度13.4 m/secで

落下させることが可能である。このモードでの最大負荷

エネルギは224 Jである。この方式は速度のみを広範囲に

変化させて供試体物性の速度依存性等の検討等を行う場

合に用いられる。装置が所有する試験規格（Boeing 7260

Composites Damage等）に用いるタップは先端形状が6.35

mm（１／４”），12.7 mm（１／２”）及び 15.875 mm（５

／８”）の半円球であり，最も細いものを除く他の２種類

には先端付近の軸内に荷重を検出する素 15.5 kN（3500

Lbs）及び 44.5 kN（10000 Lbs）を計装化している。タッ

プの形状を Fig.２に示す。標準フレームでの有効試験ス

ペースは159 mm×350 mmであり下部の特注試験台での

試験スペースは 1000 mm× 1000 mm，高さ 560 mmであ

る。その他，シングルインパクト用の２度打ち防止機構

や供試体の飛散を防止するための透明ガラス扉等を装備

している。また，装置に付属するデータ収集／表示／解

析装置は供試体が衝撃を受けて破壊または損傷を生じる

Fig.１　現有落下式衝撃試験装置 Fig.２  タップの形状
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際の荷重変化の検出から破壊等に要したエネルギや荷重

の変化曲線，最大荷重，降伏荷重，変位等を専用のソフ

トウエア（IBM-basic）により求めるものである。

２．２　装置の問題点

　本装置は小規模な衝撃負荷試験を行う機種としての特

徴から，主として複合材料の部分構造要素や試験片等の

供試体に初期損傷を付与し，その後の静強度や疲労強度

等に及ぼす影響等を解明するために用いられることが多

い。ここで供試体に衝撃を負荷する重錘及びタップは，前

述のとおり長さ 1480 mm，直径約 19 mmの２本の鋼製円

柱を鉛直かつ平行に立て，その両端を構造フレームに固

定した支柱に滑り軸受を介して支持されている。重錘の

自由落下の滑らかさを維持するためには支柱の鉛直軸を

曲がりのない正常な状態に保つことが重要である。この

ため試験に於いては支柱に出来得る限り曲げモーメント

を発生させないような考慮が必要があるが供試体の接触

面の形状や変形及び破壊形態によって大きな衝撃的曲げ

モーメントが発生する場合がある。このため仕様の限度

またはこれに近い衝撃エネルギの試験条件に於いては事

前に曲げモーメント発生の予測を十分検討する必要があ

る。しかし，供試体は研究目的により荷重レンジを本装

置の最大負荷容量以内とすることが困難な場合がある。

例えば，過去に計画したアルミニウム円管の衝撃吸収試

験の場合は，最大容量の数倍程度までの負荷容量が必要

であった。また，胴体下部構造模型の落下衝撃試験に於

いては本装置の最大容量の10倍程度までの衝撃エネルギ

が必要であった。

　本装置は標準型フレーム内の試験スペースに取付ける

ことができないような大きなサイズの供試体についても

試験を可能とするために下段に1000×1000 mm，高さ560

mmの試験エリアを有する特注試験台を装備しているが，

このエリアでの試験形態は標準フレーム取付床面に設け

た直径 100φの貫通孔を通してのみ床固定の供試体に負

荷することができる。この試験形態では負荷用タップの

長さが標準仕様では不足するため約100 mmの延長が可能

なタップエクステンダを追加しなければならない。この

場合，重錘の下部メンバより中空のタップエクステンダ

を貫通して直径 12.7 mm（１／２”）のネジ１本で標準

タップを固定する。このため標準タップを下部メンバに

直付きの形態と比較して更に負荷時の曲げモーメント発

生を小さくする注意が必要である。アルミニウム円管の

破壊による衝撃吸収試験に於いては高荷重域で円管の座

屈または非対称破壊を伴うことが多いため曲げモーメン

トが発生する可能性が高い。また，開発した衝撃吸収装

置の実用形態での動作確認試験や計画中の胴体下部構造

模型の落下衝撃試験に於いては，更に大きな曲げモーメ

ントの発生が想定される。これらの試験条件から装置の

衝撃エネルギ容量の拡大が必須であった。上記の負荷条

件から単に垂直方向の衝撃荷重拡大のみでなく曲げモー

メントに対する検討も必要である。また，開発中の衝撃

解析手法の精度検証に関連して，供試体のサイズ拡大や

負荷方法の多様化等の要求にも対応できることが必要で

ある。計画の胴体下部構造模型での負荷条件は，最大落

下速度 10 m/sec，最大負荷エネルギ５ kJ（将来的には 15

kJに拡大）が必要であり，供試体を重錘に直接取付けた

自由落下試験の実施が要求される。また，複数点の分布

荷重負荷及び現有装置のタップも使用できること等を考

慮する。更に，高速度領域に於ける重錘の大変位量の検

出にも新たな問題が発生するため，高速度で検出可能な

変位計測装置の開発も必要となった。

３．開発した落下式衝撃試験装置

３．１　開発目的

　前述のとおり本装置の開発目的は，当所で開発したア

ルミニウム円管の破壊を利用した衝撃吸収装置の実用形

態での動作確認，胴体下部構造模型の落下衝撃試験の実

施ならびにアルミニウム円管の衝撃吸収特性の試験等に

於いて要求された衝撃エネルギの拡大である。開発条件

として検討を要する主要項目は以下のとおりである。

１．最大衝撃エネルギは５ kJを確保すること。ここで

は，将来の容量拡大（15 kJ程度）を考慮した検討も

行う。

２．最大速度は 10 m/secとすること。

３．支持フレームは曲げモーメントに対する高剛性化を

図ること。

４．重錘下面に供試体取付部を有すること。

５．滑り軸受は耐荷重，耐寿命及び低摩擦抵抗を有する

こと。

６．懸垂装置の能力は衝撃エネルギの容量を拡大した場

合でも，対応可能であること。

７．懸垂装置の移動速度は可変であること。すなわち，

大きな移動距離の高速度運転と高精度な位置設定に

必要な微速運転を連続的に出来るものとする。

８．重錘分離機構は重錘重量の大小に関係なく，高精度

に分離タイミングを設定できること。

９．重錘の変位検出は高速度で大変位量を連続的に行え

ること。

３．２　開発した装置の構成

　本装置は Fig.３に示す落下式衝撃負荷装置及び計測装

置により構成される。衝撃負荷装置は供試体取付台の上

に鉄骨フレームを固定し，このフレームの両側面の水平

桁の内側中央部にガイドレールと直動スライドユニット
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用トラックレール（以後，トラックレールと呼ぶ）及び

スライドユニットを垂直に敷設している。更に，このス

ライドユニット間をそれぞれ個別に結合した重錘と懸垂

装置が有り，これを上下に移動するワイヤロープ，滑車，

変速機付モータ（以後，モータと呼ぶ）及びワイヤ巻取

機等から構成されている。懸垂装置は重錘を自由落下さ

せる分離装置を内装し，重錘高さ検出器を装着している。

また，フレーム下部外周には供試体破壊時の飛散等に対

処するための透明な囲いを設置している。各装置及び構

成部品の機能及び性能の詳細は第４項に示す。

４．開発した装置の機能と性能

４．１　落下式衝撃負荷装置

　装置は床面積960 mm×1160 mm，高さ360 mmの供試

体取付台に鉄骨フレームを載せた構造である。フレーム

を構成する４本の支柱は 80 mm× 80 mm× 3.2 mmの角

形鋼管であり，この支柱に高さ約 500 mm間隔で水平桁

（75 mm× 40 mm×５／７mmの溝形鋼）を溶接した矩

形トラス構造である。鉄骨フレームの全高は5,600 mmで

あるが設置場所の天井高さと搬入路の高さ制限から2,600

mmと 3,000 mm高さに上下２分割して製作し，設置後に

ボルトで結合している。上段フレームは天井板の中心に

懸垂ワイヤロープ用の貫通孔と上面に滑車を固定してあ

る。また，フレーム中間位置の側面に懸垂用モータの設

置台を設けてある。下段フレームは試験時の破壊状況の

観察（高速度ビデオカメラ撮影）範囲の拡大と供試体搬

入及び準備作業の便宜さのため前後面の水平桁を床面よ

り1,500 mmの範囲で取り除いてあり，この範囲の外周に

は衝撃破壊時の供試体破片の飛散等から試験担当者や計

測装置等を保護する安全透明扉を設置してある。ガイド

レールは曲げ及び捩れ変形がないように100 mm×40 mm

の角形鋼（SUS303）に高精度な平面研磨加工を施し，フ

レーム両側面の水平桁中央部に垂直に設置した。次に，こ

のガイドレール表面を基準面としてトラックレールを敷

設する。全移動範囲に於いて対向するトラックレール上

面との直線度及び平行度を 0.1 mm以内に仮調整した後，

懸垂装置及び重錘に組込んだ直動スライドユニットの片

側を固定する。もう一方の従動側直動スライドユニット

の固定は従動側の仮結合の状態に於いて平行度，円滑な

移動状況を計測，確認しながら，更に精度を 0.01 mm以

内となるまで各フレーム固定点でシム調整を繰り返し行

うことで達成した。この作業の精度は重錘及び懸垂装置

の走行，自由落下時の摩擦抵抗の低下及び寿命延長等に

重要な影響を与えるため，最大限の精度確保を期した。

　供試体取付台は 300 mm× 300 mm× 10／ 15 mmのH

形鋼を主桁に枠組みし上下面に厚さ30 mmの平板鋼を溶

接した構造である。内部の隙間部分にはコンクリートを

充填し，自重を約 2,000 kgとした。床面に負荷される衝

撃荷重を本取付台部分で出来る限り吸収するため底面に

衝撃吸収材を敷設した。取付台上面板には供試体または

接触条件を変更するジグ固定用のネジ穴（M16）を格子

状に100 mmの等間隔に配置した。重錘の落下制限位置用

のストッパー等を除く床面での最大有効試験エリアは680

mm× 1140 mmである。重錘は基本となる高剛性の枠組

構造体に両側面より数種の矩形板を交換または加算して

ボルト固定する方式で規定の合計重量を設定できる。こ

こでは最小約 40 kgより５ kg間隔に 100 kgまでが可能で

ある。

　装置の強度設計は，初期の開発目的である衝撃エネル

ギ５kJを将来的に３倍程度（15 kJ）まで拡大可能とする

ため，フレームを始めとしトラックレール，直動スライ

ドユニット，懸垂用ワイヤロープ及びモータの低速軸ラ

ジアル荷重等に予め余裕を持たせてある。例えば，重錘

及び懸垂装置に用いた直動スライドユニットは左右に各

２個を密着装填しており，最も小さい曲げ方向のモーメ

ント荷重でも基本耐荷重は静荷重 17,200 kgf，動荷重

11,440 kgfである。用いた直動スライドユニットの構造を

Fig.４に示す。スライドユニットは２条列に１周する鋼

球ボールベアリングを内部に配置し，トラックレール上

を直線移動すると配置した鋼球が個々に回転しながら同

一方向に移動するため多数のボールベアリングによって

トラックレールの凹部及び平面の精密研磨面を支持し，

高い耐剛性及び耐負荷性能を発揮できる。当然のことで

はあるが前述の高い寸法精度による設置がスムースな走

Fig.３  試作した落下式衝撃試験装置
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行と優れた低摩擦特性を確保できる条件となる。選定し

た機種の標準型スライドユニットでは Fig.４に示すよう

に鋼球ボールベアリングは２条列に配置されており，隣

合う各鋼球同士の衝突及び接触干渉による鋼球の競り合

いをなくすことで低振動，低騒音，高作動性等を得る新

開発の樹脂製保持具を各鋼球間に挿入しているが，この

機種の仕様では最大使用速度は４m/secに制限されてい

る。落下負荷装置は最大使用速度が10 m/sec必要であり，

使用条件から落下する重錘が供試体または試験台床面に

衝突すると急激に停止するかリバウンドすることとなる

ため直結したスライドユニットのボールベアリングでは，

各鋼球の運動は一方向に高速回転しながら移動している

状態から急激に停止または逆回転の動作になるため各鋼

球間で激しい衝突が発生する恐れがある。この様な使用

形態では，樹脂製保持具は一般的な運転パターン（例え

ば，始動加速，定常速度及び減速停止運転）と比較して

柔軟な樹脂部が低寿命で変形し初期仕様性能を維持する

ことができない。また，従前品の保持具のない機種では

鋼球間に大きな間隙があるため各鋼球同士の点衝突が繰

返し発生するため，更に高振動の発生，摩擦抵抗の拡大

が起こり，ユニット全体の低寿命化の原因となる。そこ

で，潤滑膜面を有する金属面同士による接触とする特別

仕様とした。ここでは，金属面接触の高周波振動音の発

生はある程度許容することとして，保持具の樹脂材料を

ステンレス鋼に代替した。

　衝撃試験に於ける供試体の装着方法及び負荷の付与形

態は，現有衝撃試験装置の場合には，供試体を試験台床

面に固定して重錘下面に取付けた専用タップによる負荷

方法のみであったが，開発装置では重錘構造の全体剛性

を高めた上で，重錘取付下面の面積を拡大し複数個の取

付部により供試体を直接固定することが可能である。こ

の部分への取付変更することで供試体に任意の分布付加

重量を模擬した取付けも可能となり，各種の落下試験の

実施が可能である。現有の標準タップや各種の負荷ジグ

の取付け及び試験台床面の接触条件を変更するジグ等も

容易に設置できる。

　安全透明扉は，供試体の破壊破片の飛散から試験担当

者や計測装置の保護を行う目的と同時に，試験準備等で

の扉の解放時に分離装置の誤操作による重錘落下を防止

する安全装置の機能も有する。

４．２　懸垂装置

　本装置は試験条件により決定する重量の重錘を係合し

て任意高さに懸垂静止さたり，装置単独で任意の位置に

移動可能な機能を有する。装置は重錘と同一のトラック

レール上を移動する直動スライドユニットを装着した本

体とその上面の中心に結合したワイヤロープ，フレーム

の天板上面及び外側面に設置した滑車，ワイヤロープ巻

取機，モータ，モータ用コントローラ及び位置検出器よ

り構成される。本体に結合したワイヤロープがフレーム

天井板の上部及び側面に取付けた滑車を介してモータ直

結のワイヤロープ巻取機のドラムに巻込まれることによ

り上方へ移動する。逆に，巻込まれたワイヤロープをド

ラムより放出することにより下方へ移動する。本体のみ

の単独降下時のモータ最大速度に対してドラムからのワ

イヤロープ吐出しに緩みを発生させないための一定張力

をドラム側に確保する必要があるため，装置の自重を約

20 kgとした。

　懸垂用モータの容量及び減速比を決定するためには試

作する装置のサイズや容量にある条件を与える必要があ

る。ここでは，以下の条件からモータの容量及び減速比

を求めることとする。まず，装置の基本構想である重錘

をワイヤロープで吊上げ，天井の滑車を介してモータで

巻取る場合の模式図を Fig.５に示す。ここで，使用する

滑車の直径及び重量をφ１＝0.2 m及びW1＝２kg，巻取

Fig.４  直動スライドユニットの構造

Fig.５　懸垂装置の模式図
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機のロール直径及び重量をφ２＝ 0.2 m及びW2＝ 10 kg

とする。また，最大巻取速度をVmax＝0.1 m/secと仮定す

ると駆動軸の回転速度Vは次式で与えられる。

　V＝ 60×Vmax／（φ２×π） ・・・（1）

式より，Vは約 9.55 rpmとなる。

　ここで，４極モータを用いて最大80 Hz（2400 rpm）で

インバータ変速すれば，モータ減速比は 2400／ 9.55≒

251.3となり，変速機の減速比を１／ 251.3以下とすれば

よいこととなる。変速機としてはインボリュートギヤ減

速機や内接式遊星歯車機構と円弧系歯形の組合わせによ

るサイクロ減速機等が一般的に用いられているが前者は

ギヤの滑り接触を利用するため噛合率が少なく荷重伝達

効率が低い。また，騒音が大きく寿命も短い。一方，後

者は内歯車に円弧歯形，外歯車にエピトロコイド平行曲

線を利用しているため噛合率が高く荷重伝達率，耐寿命

及び低騒音性も優れている。これらの理由から本装置に

は後者のサイクロ型減速機を採用することとした。ここ

で，住友重機工業社製の標準機種を例にとれば，減速比

が１／６から１／7569まで100種類以上も用意されてい

るので先に算出した減速比１／251.3以下で最も近い１／

273を選定できる。

　Fig.５で想定する負荷重量Ｗの最大値は懸垂装置の自

重20 kg（一定）と重錘100 kgの合計の120 kgであり，減

速機の機械効率y＝0.8，安全率α＝1.5と仮定すれば，懸

垂に必要なモータの負荷トルクTL（kg-m）の最大値は次

式で与えられる。

　TL＝φ２／２×Ｗ×１／ y×α ・・・（2）

式より，TL＝22.5 kg-mとなる。従って，モータ軸換算の

負荷トルク TMは

　TM＝ TL×（減速比）／（減速機効率） ・・・（3）

　　  ＝ 0.103 kg-m

次に，モータ容量 P（kW）は，次式で与えられる。

　P＝２π／ 60×１／C× TM×N ・・・（4）

ここで，Nは回転数であり駆動軸の回転速度V（＝ 9.55）

に対する減速比（＝１／ 273）の商で 2607.15ある。Cは

係数で 102である。

　（4）式よりPは 0.276 kWとなる。この容量に対応する

モータの機種としては 0.4 kWと 0.75 kWがあり計算上は

0.4 kWでも十分であるが，本装置で計画する負荷重量の

拡大予定を見込んで余裕のある 0.75 kWモータ（住友重

機械工業製：CHHM-1-4145DB-B-273型）を採用すること

とした。

　モータ始動トルクの選定（モータGD２）は相手機械系

を始動させるために必要な負荷トルク（負荷GD２）に対

して常に上回わる値を持たなければならないため，この

機種のモータ GD ２と負荷 GD ２を比較検討する。負荷

GD２は，次式の合計から算出される。

　負　　　荷；W×φ１

　　　　　　＝ 120×（0.2）２＝ 4.8 ・・・（５－１）

　滑　　　車；１／２×W1×φ１

　　　　　　＝ 0.5×２×（0.2）２＝ 0.04 ・・・（５－２）

　巻取ロール；１／２×W2×φ２

　　　　　　＝ 0.5× 10×（0.2）２＝ 0.2 ・・・（５－３）

（５－１）～（５－３）式より，負荷GD２の合計は 5.04

（kg-m２）となる。また，この値のモータ軸換算値は

　負荷GD２×（減速比）２ ・・・（５－４）

式から，5.04×（１／ 273）２＝ 6.76E-5（kg-m２）となる。

　ここで，今回採用した機種（ブレーキ付モータ）の定

格モータGD２は 5.20E-3（kg-m２）であるから，先に算

出した負荷GD２に対するトルク余裕は約２桁大きな値で

ある。運転始動に対するトルク不足の問題は無視しても

良いことが分かる。また，計画する負荷用重錘が現在の

３倍に拡大した場合を検討する。この場合では，（５－１）

式のみが 320×（0.2）２＝ 12.8となり，（５－２）及び（５

－３）は同一であるから負荷GD２の合計は13.04（kg-m２）

となる。上記同様にモータ軸換算では 13.04／（273）２＝

1.75E-4（kg-m２）となり，この場合でも約30倍の余裕が

ある。従って，このモータの容量は重錘拡大を行った場

合でも十分であることが確認できた。

　モータ用コントローラは制御盤及びリモートコント

ローラより構成される。制御盤は三木プーリ（株）社製

小型インバータ型制御器（V1-07-3-H62）を主制御器とし

電源，モータ，懸垂範囲の上下限用リミットスイッチ及

び重錘分離装置のリリース回路の出力ターミナルとその

制御，保護回路を内蔵している。また，リモートコント

ローラは懸垂装置の移動速度設定と指示計（インバータ

周波数）及び運転準備（リセット），上昇，下降，非常停

止及びリリーススイッチ等の押ボタン式スイッチを配置

した 10 m長さのケーブル付操作ボックスである。ここ

で，重錘の分離操作は２個のリリーススイッチを同時に

押した場合のみ出力信号（DC.＋５V）を送出するため誤

操作防止が計れる。移動速度設定ボリュームは懸垂装置

の移動距離が最大５mもあるため，所定位置までの迅速

な移動（高速性）と正確な位置決め（低速性）を効率的

かつ高精度に実施するためのモータ回転数制御器のイン

バータ周波数を調節するもので，動作中でも５～90 Hzの

範囲で無段階に変速することが可能である。懸垂装置の

移動速度 S（m/sec）は次式により算出できる。
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　S＝R×Q×π×１／ 273 ・・・（6）

ここで，Rはワイヤロープ巻取機の半径 0.1 m，Qはイン

バータ周波数（Hz）である。式より，最高移動速度 Smax

は 0.104 m/sec（Q＝ 90 Hz），最低速度 Sminは 0.0058 m/

sec（Q＝５Hz）であり約 18倍の変速が可能である。

　移動範囲の制限を行うために設置した上下限用リミッ

トスイッチと非常停止スイッチの作動時にはモータ内蔵

のブレーキ機能により懸垂モータは急停止する。また，移

動中を含む停電時には上記の停止スイッチの作動と同等

の急停止状態となり，その懸垂保持能力は通常の停止状

態と同等のブレーキ力である。停電復帰後も，リモート

コントローラの運転準備スイッチを再リセットしない限

り全ての動作機能が再開できない安全重視の設計とした。

　重錘の落下高さ設定には，本装置の側面に設置した非

接触式長距離レーザ変位測定器（KEYENCE社 LF-2510）

を用いた。本器はレーザ反射用測定基準面を試験台床面

に設置し，懸垂装置と係合した供試体を下降させて負荷

開始点を0.0 mmとセットすれば，任意の懸垂高さはディ

ジタル表示値を確認しながら設定できる。測定基準面が

標準白紙で５m，反射シートを利用すれば最大25 mまで

±0.5 mmの精度で検出が可能である。本装置では交換及

び移動が容易なマグネット式カラーシート（白）を用い

て最大距離以上の検出を可能としている。

４．３　重錘分離装置

　重錘分離装置のシステムは Fig.６に示すステッピング

　モータ，ボールネジ，ボールネジ用ナット（以後，ナッ

トと呼ぶ），懸垂用フック（以後，フックと呼ぶ），リン

ク，定位置復元用バネ，リミットスイッチ及びコントロー

ラより構成される。コントローラを除く機構部分は前項

に述べた懸垂装置の本体内部に装着してある。この装置

の機能は懸垂装置と係合して所定高さに懸垂された重錘

を正確なタイミングで懸垂装置より分離し自由落下させ

るものである。また，試験後，供試体取付台に落下した

状態で停止している重錘を懸垂可能な状態に再係合する

ものである。

　フックの形状はFig.６に示したように記号G～Kで囲

まれる五角形の平板から軸P1の中心点より負荷用重錘の

支持軸P0の下面までの距離を半径（r）とした湾曲部を一

部分削除したものである。フックは懸垂装置の両構造壁

面に軸P1を水平に貫通支持し，軸回転のみを自由として

いる。支持軸 P0及び P1は共に直動レールユニットによ

り水平方向の移動を拘束され，同一面の軸方向の回転の

みが自由な支持方式である。また，フックは自身の平面

形状の重心位置に対して極端に偏った位置に支持軸P1を

設けているため，フックの下方部分では常に時計方向の

回転モーメントが作用している。フック上部のK点付近

に定位置復元用バネを追加し，図の右側方向よりフック

に引張りを加えているため前述のモーメントは更に増大

すると同時にフック自身の回転自由振動数をある程度高

い値に設定することができる。この結果として地震等の

低周波振動に対して共振を生じさせない効果がある。ま

た，フックに支持軸P1と同一方向に固定した軸P2とボー

ルネジに螺合したナット間はリンクで結合し，両端は軸

で回転自由な支持となっている。

Fig.６　重錘分離装置のシステム
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　内装したステッピングモータは低振動，高トルクの５

相式型で機構部にガタ（バックラッシュ）のないカップ

リングでボールネジと直結してある。図に実線で示した

フック位置はステッピングモータの基準位置（停止状態）

であり，この時のボールネジに螺合したナット位置を仮

にA点とする。この位置でフックは削除した湾曲部の最

奥部で重錘支持軸P0を時計方向に押した状態で停止して

おり，リンクはこれに加工した長孔の先端部でフックの

軸 P2と接触するように位置を合わせてある。この状態

で，軸P1と軸P0には d（約 20 mm）相当の偏心距離を持

たせてあるため重錘が自然に分離することはできない。

　重錘の分離動作はステッピングモータに半時計方向の

回転，パルス数及び速度を指定して起動することでス

テッピングモータに直結したボールネジが回転し，これ

に螺合したナットがボールネジ上のB点位置まで移動す

る。ナットの移動に伴い結合したリンクはフックの軸P2

をB点方向に引張ることとなり，フックが軸P1を中心に

反時計方向に回転する。フックは湾曲面内で重錘の支持

軸P0を回転させながら図に示す二点破線の位置まで回転

することにより重錘の支持軸P0をフックの湾曲面端のS

点で係合を解除させ重錘を自由落下させる。ここで用い

たステッピングモータの機種はステップ角が0.72゜であ

るから，１回転に必要なステップ数は500となる。また，

直結したボールネジのリード（ナットの水平移動量／回

転）は５mmであるからナットを１mm移動するに必要

なステップ数は 100となる。従って，分離に必要なA点

からB点までの距離（mm）に100を乗じたステップ数と

回転速度及び回転方向のディジタル信号をコントローラ

より送出すれば正確なタイミングで分離時刻を制御する

ことができる。しかし，分離位置とモータ停止点（B点）

を一致させた場合，モータの運転パターンにより停止直

前の減速動作の最終点付近と分離動作とが一致するため

分離時間に誤差を発生し易い状態となる。そこで，実際

の装置ではモータの停止位置を分離動作のB点から更に

５mm先まで移動させた C点としている。分離動作の B

点ではモータは定速状態なので，より高精度な分離がで

きる。更にC点では緩衝作動するように設置したリミッ

トスイッチにより，ON信号を発信させコントローラに送

信する。信号を受信したコントローラは設定する３～10

秒間の遅延時間を経過（任意調整可能）した後，モータ

にA点復帰に必要な信号を送出する。モータ及びボール

ネジは分離動作に対して逆方向の回転を行いナットをA

点に復帰させる。ナットの移動に伴いフックは自身の回

転モーメント力と定位置復元用バネの作用によりリンク

を牽引しながら実線位置に戻る。

　試験終了後に行う重錘の再係合動作過程を Fig.７に示

す。動作過程とその機構を以下に説明する。分離後の上

記動作によりボールネジに螺合したナットはA点の基準

位置に停止している。懸垂装置は図に示す平面上で軸回

転のみが自由な支持条件であり，フックは前述のとおり

リンク長孔の先端が軸 P2と接触した実線の位置にある。

また，フックの支持軸P1と床面に落下して停止している

重錘の支持軸 P0までの高さをHとすれば，図（A）に示

す高さH1の位置まで懸垂装置を単独で降下させると重錘

の支持軸 P0はフック下部の傾斜面 IJの中間点と接触す

る。この状態までフックは実線位置にある。更に図（B）

に示す高さH2まで懸垂装置を降下させると懸垂装置の自

重（約20 kg）により垂直下向の力がフック自身と定位置

復元用バネによる時計方向の回転モーメントを上回り，

フックを反時計方向に回転させ始める。軸P2はリンクの

一方をナットのA点で支持されているためリンクに設け

た長孔内を摺動しながら図に示す上方に移動する。更に

図（C）に示す高さH3まで降下すると軸P0はフックの湾

曲部先端の S点を通過するためフックの回転が殆ど停止

Fig.７  重錘再係合の動作機構
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したまま懸垂装置が更に下降する。この点がフックの半

時計方向に対する回転の最大であり，更なる降下と共に

半時計方向の負荷力を失ないフック自身と定位置復元用

バネによる時計方向のモーメントにより，軸P0をフック

の切欠部の湾曲内に最深部に閉じ込め，図（D）の実線位

置に戻る。図（D）の高さH4に於いて懸垂装置は下限リ

ミット設定スイッチによりモータを自動停止させ再係合

は完了する。ここでの動作機構は懸垂装置の降下による

動作と装置自身の自重による力関係のみを利用しており，

制御を一切行っていないため，常に確実な再係合が実現

できる。

４．４　速度・変位計測装置

　落下式衝撃試験に於いて計測する変位量の測定器とし

ては，最大10 m/secの速度で落下する重錘によって変形

または破壊する供試体等の変形量200 mm以上を高速度，

非接触で連続的に高精度計測可能なものが必要である。

　変位量の検出器としては磁界，光，音波等を媒体とし

た非接触方式とダイヤルゲージや差動トランス等を用い

る接触方式のセンサに大別される。変位計の検出方式に

よる特性の比較を Table.１に示す。高速度，広域測定範

囲の双方の要件を同時に必要とする今回の計測条件を１

つの方式で満足できる検出器は存在しない。研究開発等

で計画する供試体の材質は金属（磁性体，非磁性体），非

金属及び樹脂成形材またはこれらの複合材料等の混合で

構成する場合が多くあり，表面色，光沢，明暗等も一様

でない。また，任意表面の小スポットでの変位量計測が

要求される。これら全ての条件に対して安定した検出が

可能な検出方式としては非接触の光学式レーザ変位計が

最適である。しかし，レーザ光反射型の変位検出器は応

答速度が速い場合には測定範囲が微小であり，逆に測定

範囲が大きい場合には応答速度が極めて遅いという相反

する特徴を持っていることが分かる。

　従前の衝撃負荷試験に於ける変位計測条件は落下速度

１m/sec，測定範囲200 mm以下であったのでKEYENCE

社製可視光レーザ変位計LB-300型を用いてきた。本機種

の主要仕様は測定範囲± 100 mm，最高応答速度 915 Hz，

分解能0.05 mmである。Fig.８に検出器の測定距離と出力

電圧の関係を示す。検出器は測定面までの基準距離が定

まっており，この距離から一点破線で示す測定範囲内で

変位量に比例した規定出力電圧値（±５V）を送出する

ように調整されている。また，基準距離より近すぎる

（NEAR）及び離れすぎる（FAR）の範囲では定格外であ

ることを示すホールド電圧（＋ 12V）が出力される。上

記の検出器による落下速度１m/sec時に於ける変位の検

出間隔は１×10３（mm・sec－１）／ 915（sec－１）≒ 1.11

Fig.８  検出器の測定距離と出力電圧の関係

Table.１　変位計の検出方式による特性の比較

項　目 光　学　式 渦電流式 超　音　波　式 レーザフォーカス式 接触式

検出対象物体 殆ど全ての材質（固体・液体）金属のみ 殆ど全ての物体 殆ど全ての物体 固体のみ

測定ポイント
測定面

非常に小さい
不透明／半透明／色の影響無し

普通／大きい
色の影響無し
均一な平面

大きい
透明／色の影響無し
均一な平面

小さい
不透明／透明

小さい
不透明／透明
平滑な面

測定範囲 短い
１～10 mm

普通
５～500 mm

短い
０～10 mm

長い
60 mm～10 ｍ

短い
±0.3 mm

短い
１～10 mm

分解能（精度） 非常に高い
0.01～0.2μm

高い
１～50μm

高い
0.3～１μm

低い
0.1～10 mm

高い
～0.1μm

高い
0.16～２μm

応答速度 速い
～50 kHz

普通
～915 Hz

速い
～18 kHz

遅い
２～20 Hz

遅い／普通
～100 Hz

遅い
～40 Hz

耐環境性
（埃，水，油等）

普通 普通 強い 普通 普通 弱い
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mmである。検出器は検出した信号を出力し，次のサンプ

リングを実行して新たな検出値を取込むまで前回検出し

たデータ値を連続して送出し続ける。仮に，この出力信

号をサンプリング間隔100 kHzのディジタルメモリに記録

すれば，１× 10５（Hz）／ 915（Hz）≒ 110点の同一信

号の階段状データとなる。Fig.９に落下衝撃試験で測定

した変位の時刻履歴図の一例を示す。ここで，ディジタ

ルメモリに記録された検出値は供試体の接触点直前を検

出器の有効測定範囲の始点とすれば，これ以前の高さで

は定格外の一定値（＋12V）であり，測定開始点付近（落

下速度１m/sec）に於いては細線で示す111点毎の階段状

で約 1.11 mmの検出間隔となる。落下速度は供試体の変

形または破壊と共に順次減少し停止状態へと経過するた

め，最大圧縮点（瞬間的に停止）付近では非常に細密な

検出間隔となる。ここでの最大検出間隔は接触点付近の

1.11 mmであり，測定範囲に対する最大誤差となることが

分かる。仮に最大計測範囲を200 mmとすれば，変位量に

対する最大誤差は1.1／200×100≒0.56％であり落下速

度の低下に従い精度は向上する。この速度領域での計測

には大きな支障はないと判断できる。しかし，計画する

落下衝撃試験に於いては最大落下速度を10 m/secとする

ため，この場合での検出間隔は１×10４（mm/sec）／915

（sec－１）≒ 10.9 mmとなる。仮に同様の 200 mmの変位

量を検出したとすれば約11 mm間隔の検出となり計測範

囲全体での測定点数は最小18点となる。衝撃応答の計測

では，特に衝撃負荷開始直後に於ける重錘の運動に複雑

な変動波形が発生するため，この領域が大きな測定間隔

であっては，間隔内に生ずる変動を見逃す恐れがある。こ

のため，線形的な単純な移動を計測する目的で使用する

場合を除き実用には供せないことが分かる。計画する落

下衝撃試験に於いては，新規に高性能な変位計測装置を

開発するか他の測定方法を考案する必要が生じた。

　試作した速度・変位計測装置の構成をFig.10に示す。超

高精度光学式レーザ変位計（現在市販されている最高速

演算処理回路搭載機種），開発した傾斜ジグ，高速ディジ

タルメモリ及び演算処理部，ディスプレー，プリンタ，

MO等である。装置は同時に開発した落下衝撃負荷装置

が水平面内に於いて非常に高剛性であることから落下方

向の変位を直接計測せず，重錘と共に落下する傾斜ジグ

の水平方向の高さを検出し落下方向の変位量に換算する

方法で測定をする。ここで用いたレーザ変位計の主な仕

様は測定範囲±３mm，応答速度 50 kHz，分解能２×

10－４ mmである。本検出器を用いて測定する範囲を200

mmと測定するため Fig.11に示す形状の傾斜ジグを製作

した。傾斜ジグは検出器の計測範囲を最大傾斜高さ相当

として実際に測定したい落下高さH（変位量）に対して

与える。具体的にはz軸方向200 mm長に対して検出傾斜

面を y軸方向に直線的に増加させ，最大傾斜高さDを６

mmとする。傾斜ジグは検出用傾斜面と平行に板厚に変

化のない平面を並行して併設した形状である。また，下

端に x軸に平行で y軸にH2幅（１mm）の平行部を持つ

速度検出用溝を設けてある。傾斜ジグは負荷する重錘の

落下に伴いx及びy軸が大きく移動しない測定対象物また

は重錘本体等にz軸が垂直となるように固定する。傾斜面

及び平面には個別に上記仕様の検出器（レーザ光）を傾

斜ジグ移動方向と直角に向けて配置する。仮に，落下速

度10 m/sec時に於ける変位量をサンプリング50 kHzで検

出すれば，データの検出間隔は１× 10４（mm・sec－１）

／５× 10４（sec－１）＝ 0.2 mmとなる。実際の落下高さ

に対する傾斜面の検出量は最大長さ 200 mmに対して６

Fig.９  変位の時刻履歴図の一例
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mmであるから検出値（D1）に 200／６の係数を乗ずれ

ば垂直方向の変位量を得ることができる。この方法によ

る実変位量に及ぼす誤差は検出値に含まれる機器本来の

誤差に比べて200／６≒33.3倍に拡大することとなるが，

本検出器の分解能は２×10－４ mmであるから，その誤差

は最大6.7×10－３ mmである。この数値はセンサの応答

速度に依存する検出間隔0.2 mmに対して無視できる値で

ある。ディジタルメモリの記録データは検出器及びディ

ジタルメモリのサンプリングがそれぞれ５×10４ Hz及び

１×10５ Hzであるから２点毎に新たな実測データが記録

される。Fig.９の拡大図（A）に開発した装置と直接計測

方式による変位計測データの記録例の違いを比較して示

す。ここで，一点破線を真の変位量とすれば，従前の直

接計測方式では前述の 111点毎の大きな階段状の細実線

であり，同図のB部に示す更なる拡大図の太実線が本装

置による２点毎の小さな階段状データである。本方式に

よるデータは真の変位過程により近い値であることが分

かる。本装置による最大検出間隔は0.2 mmであるから最

大誤差は0.1％以内である。前述のように速度が低下した

状態では更にこの誤差は小さくなるので高精度な計測が

保証できる。Fig.11に示した傾斜ジグはｚ軸に対する基

準平面と，規定高さDを設けた変位計測用傾斜面を有し

ている。今回の試験に於いて使用した傾斜ジグの測定範

囲H＝ 200 mm，傾斜高さD＝６mmと実際の変位量H1

の関係は，検出した傾斜高さをD1とすれば次式より算出

できる。

Fig.10　変位・速度計測装置の構成

Fig.11　変位計測用の傾斜ジグの形状
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　H1＝C×D1＝ 200／６×D1 ・・・（7）

　ここで，Cは傾斜ジグの形状による定数（H／D）であ

り，試験条件に応じて長さH及び傾斜高さDを任意に変

えることで測定範囲をある程度自由に変更できる。また，

傾斜面の検出に於いて同時に同一方向の平面を測定し，

双方の差分を検出値として用いることで水平方向の重錘

変動分及び設置時の相対的な傾き等による水平誤差を補

正することができる。Fig.12に示す検出電圧と実際の変

位量との関係図で，破線は傾斜ジグ面と平面の差分を計

測した検出器の定格検出電圧であり，±５V出力に対す

る変位量は±３mmである。今回の測定範囲は±100 mm

であり，前述に示したように実際の変位量は 200／６の

乗数による換算から実線で示すことができる。また，デー

タは検出点が検出範囲外から傾斜ジグの先端に到達する

までは定格外のホールド値を示し，先端に高精度に加工

した１mm幅の凹凸部では平面及び溝端部で顕著なデータ

値の差が生じるため，この段差から適宜なしきい値を用い

ることで自動的に通過幅のデータ数を判断できる。この

データ点数とディジタルメモリのサンプリング時間及び幅

寸法（１mm）より落下速度が容易に自動演算できる。

４．５　計測装置

　計測装置は Fig.10に示した速度・変位計測装置及びそ

の他（荷重・歪・加速度）の検出を行うためのセンサ並

びにそれぞれの高速動歪測定器，加速度用シグナルコン

ディショナ，フィルタ，高速ディジタルメモリ及びデー

タ解析装置より構成する。ロードセル，歪ゲージ及び加

速度センサは計測条件に合わせ，供試体及び重錘等の衝

撃検出を求める箇所に取付ける。それぞれの出力信号は

専用計測器に供給する。ここで，不要なノイズ成分等の

周波数範囲は急峻な減衰特性を持つフィルタで前処理し，

同時刻性の優れた多チャンネルのディジタルメモリに記

録する。データはオフラインによりデータ解析装置に

ファイル保存し必要な解析及び出力等を行う。本試験で

用いた計測器及び検出センサは以下に示すとおりである。

　動歪測定器は共和電業社製CDV-700A型で応答周波数

範囲DC～500 kHz，最大利得 10000倍，精度±２×10－６

歪である。加速度用シグナルコンディショナはB&K社製

2635型で応答周波数100 kHz，３桁のディジタル感度調整

機能を有し0.1～11 pC/unitの全てのセンサに適用可能な

単Ⅰ電池駆動方式のチャージ式増幅器である。変位計は

前項の速度・変位計測装置に用いた K E Y E N C E 社製

LC2440＋LC2400型であり応答周波数 50 kHz，測定範囲

±３mm，分解能2×10－４ mm，検出スポット径φ1.2×

10－５ mmの超高精度レーザ変位計である。フィルタはNF

回路設計ブロック社製 7235型で遮断周波数１Hz～ 120

kHz，減衰傾度135 dB/octのローパスフィルタである。高

速ディジタルメモリは計測測定点数により次の３機種を

用いるが，各機種の取得時期により性能，データ保存形

式，データ処理装置が異なるため測定項目の重要度の順

に機種を集約して使用している。異なる機種の理由は記

録 CHの増加要求に対して同等機種が製造中止等のため

入手可能な状況で高精度，高速応答，最大記憶メモリ等

の仕様の必要条件を満足した装置を選定したためである。

第一の機種は主要機器として用いている横河電機社製

WE7275型アイソレーションディジタイザで同期測定

チャネル16，最高速度同期A／Dサンプリング１MHz（１

× 10－６ sec），分解能 14 bit，最大記憶メモリ２Mword/

chである。本機は測定 chの増加はモジュールの追加（プ

ラグイン型）により同一性能で64 chまで可能である。ま

た，入力条件設定，測定及び表示等の制御はwindows95ま

たは98で起動する専用ソフトを用意している。第二の機

種は理研電子社製TCO-100型トランジェント・コンバー

タで最高速同期A／Dサンプリング10 MHz（１×10－７

Fig.12　検出電圧と実際の変位量の関係
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sec），分解能 12 bit，最大メモリ 512 kword/chの２ chユ

ニットを４台直結した最高速同期サンプリング５MHz

（５×10－６ sec）対応の８ch型機である。入力条件，デー

タ保存，表示等の制御は Turbo-C言語による本機専用の

ソフトウエアで行い，データ保存形式は本機特有である。

他機種との計測データの相関表示等を行うためには一時

的に計測を終了し，保存形式等を変換プログラムに於い

て処理する必要がある。三番目の機種は岩崎通信社製

DM-7100型ディジタルメモリであり，従前より最も多く

の試験に利用してきた機器であるが1989年式の旧型のた

め近年，経年化による故障の頻発や最大記憶メモリの容

量不足等の理由により上記機種に世代交代しつつある。

最大測定点数が上記の機器で余裕のある場合には重要測

定項目のBackupデータを取得する目的に使用する。本機

の機能としては８ ch，最高速同期A／Dサンプリング１

MHz（１× 10－６ sec），分解能 12 bit，最大記憶メモリ４

kw/chである。入出力設定は全て手動のダイヤル式で行

い，記憶したデータの保存及び転送（GP-IB）と出力はIBM

社製 PS/2 Model-30型データ処理装置（1989年製）を用

いて独自に開発したプログラムで行っているが近年のパ

ソコンに対応できないBASIC言語である。これまでの試

験事例に於けるセンサでは引張圧縮両用型ロードセルは

共和電業社製LUK-5TBS型，定格容量±49.03 kN（±5000

kgf），固有振動数 11 kHz及びLUK-１ TBS型，定格容量

± 9.807 kN（± 1000 kgf），固有振動数 10.8 kHz等を試験

負荷条件の荷重予測値に合わせて使用した。歪ゲージは

検出条件によりゲージサイズ及び適合線膨張係数等を測

定点の材質に合わせて選定するが，ここでは航空機用ア

ルミニウム材AL2024-T4やAL7075-T6等を常温で用いる

ため共和電業社製KFG-1-120-C1-23型汎用箔ゲージを使

用した。加速度センサは供試体への付加質量を最小限と

するため小型軽量な圧電型とし上限周波数特性を衝撃

負荷の固有振動数（10 kHz）以上とすることから重量2.4

g，感度 0.316 PC/ms－２程度のBruel & Kjaer社製 4393型

を用いた。

４．６　高速度ビデオカメラ装置

　高速度ビデオカメラ装置は高速度カメラ，光源装置，画

像記憶装置（本体），リモートコントローラ，モニタ，パー

ソナルコンピュータ，光磁気ディスク（MO），カラープ

リンタ及びVTRより構成する。Fig.13及び Fig.14に装置

の構成及び外観を示す。装置の主な機能及び性能を以下

に示す。

　高速度カメラはPHOTRON社製FASTCAM-ultima RGB

型 Imagerで対物レンズは標準Fマウントの製品が装着で

きる。本装置にはNikon社製 35～ 200 mm（ズーム），28

Fig.13　高速度ビデオカメラ装置の構成

Fig.14　高速度ビデオカメラの外観
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mm（広角），50 mm（標準）の３点を設備している。画

像のカラー表現はRGB分解キュービック型プリズムによ

る３板同期方式のMOS型固体撮像素子（PHOTRON

HE98256）用いている。また，各素子の後には同駆動回

路，プリアンプが組込まれている。３板同期撮影レート

はフルフレーム（256×256 pixels）に於いて30，60，125，

250，500，750，1125，2250，4500フレーム／秒の９段階

であり，分割画像とするセグメントフレームでは 9,000

（256× 128 pixels）～ 40,500（64× 64 pixels）フレーム／

秒の５段階を選択できる。撮影トリガは内蔵のスタート，

センター，エンド，ランダムとTTLオープンコレクタ及

び接点による外部入力（Ext. trigger）が可能である。

　画像記憶装置は PHOTRON社製 FASTCAM-ultima

RGB2型Memoryであり，上記高速度カメラで撮影した画

像をオンラインで内蔵の ICメモリ（64 Mbit DRAM）に

一時的にディジタル記録を行う装置である。画像濃度は

８ bit（256階調）で最大記録容量は 3.2 Gbyteであり撮影

時間換算では 4,500フレーム／秒速に於いて 3.64秒であ

る。その他，本体裏面には外部出力としてディジタル

（SCSI）とアナログビデオ端子（NTSC，Y／C，RGB）を

装備し，それぞれ画像処理用パソコン，モニタ，VTR等

と接続している。また，高速度カメラ及びリモートコン

トローラ用コネクタと外部トリガ入力端子（BNC：５Vp-p）

があり，制御はRS-232Cで行っている。

　リモートコントローラは高速度カメラ及び画像記憶装

置の全設定を行うことが可能な携帯式制御部で，上記撮

影レートの選択スイッチを始め記録モード，再生モード

等の全てを押ボタンスイッチで操作することができる。

各スイッチはLEDの点灯表示により設定値，動作状況を

確認できる。以下に本コントローラで設定可能な代表的

な機能を示す。ライブスイッチ（LIVE）は撮影前に画角，

フォーカス，絞り，照明加減等の撮影条件を調整，設定

するためのスイッチで，予め撮影レートを設定した後，モ

ニタ画面を見ながら高速度カメラ及び照明装置等の周辺

装置の調整を行うことができる。モードセレクトスイッ

チ（MODE SEL）は撮影時のトリガ位置と画面パターン

ノイズ除去を行うAUX MEM等を選択することができる。

トリガ位置は前述のとおり内蔵４種類と外部入力とが選

択できる。ここで，スタートトリガ（START）はREADY

状態においてRECORDスイッチを押すことでトリガ信号

を入力し，この時点からの画像をメモリ最大まで記録し，

自動的に撮影を終了するモードである。センタトリガ

（CENTER）はREADY状態に於いてRECORDスイッチを

押すことでエンドレス録画モードとなり，２度目の

RECORDスイッチを押した時点がメモリ容量のセンタと

なるモードで記録最大点で自動的に終了する。エンドト

リガ（END）はセンタトリガモードと類似した動作であ

るが，このモードでは２度目のRECORDスイッチを押し

た瞬間が録画終了のトリガ入力時点となる点が異なる。

従って，録画は１度目のトリガ入力（RECORD）より２

度目のトリガ入力（RECORD）までの間の記録となるが，

メモリ容量を超えた場合には２度目のトリガ入力時点が

終端となり，それ以前の画像はメモリ容量範囲以上の先

端部より更新記録されたものとなる。ランダム

（RANDOM）モードは任意の間隔で与えるトリガ入力毎

に指定画面数を記録するモードであり，RANDOMスイッ

チを解除（MODE SEL）するまでエンドレスに録画を繰

返し実行する。ここでトリガ入力毎に記録する指定画面

数はコントローラ後面のディップスイッチにより１，２，

４画面に設定できる。このモードはプログラム化した信

号をパソコンまたは信号発生器等より外部トリガ入力端

子に送出する方法で実行することが多い。再生機能は記

録した画像を２，５，10，15，30フレーム／秒及びその

10倍速による再生（PLAY），逆再生（REW），早送り再

生（FF），逆早送り再生（FR），一時停止（P／ S），コマ

送り，ブロック再生（BLOCK），停止（STOP）を選択実

行しモニタで確認可能である。ここで，ブロック再生モー

ドは任意の区間のスタート及びエンド点を画像再生時点

で探し設定することで簡易に指定区間を繰り返し再生さ

せることができる。レポートスイッチ（REPORT）は撮影

レート，再生レート，撮影経過時間等のデータ表示をモ

ニタに表示／非表示選択するもので，表示とした場合に

は出力画像にも合成記録される。

　光源装置は大光量が必要な高速度カメラ専用の高輝度，

冷光源タイプのFOTRON社製HVC-SL型メタルハライド

ライトであり，光源はショートアークのメタルハライド

ランプ150 Wで色温度7000 K，ランプ光束12500 Lux，口

径 100φの平行光を照射するものである。波長分光特性

は自然太陽光にほぼ近く，人間の持つ視感度にも近い。ま

た，同じワット数の通常ハロゲンライトと比較すると４

倍以上の輝度を持っていながら赤外光をほとんど出さな

い冷光源のため対象物への熱対策にも有効な照明である。

　画像処理用パーソナルコンピュータは Fuj i t su 社製

FMV-Deskpower TIX507型で，画像記憶装置に一時記録さ

れたディジタル画像を保存するための転送用 SCSI I／ F

と動画解析用の画像キャプチャボードを装着している。

本機は標準仕様にシステムRAMを128MB，データBackup

用に光磁気ディスク（Melco社製MOS-S645R）を追加し，

出力用にカラープリンタを増設している。

　ソフトウエアはディジタル画像データを高速度でファ

イル形式に保存するためのFOTRON社製Read Camera，ラ

イブラリー社製動画計測ソフトウエア（Move-Tr32/2D）

等であり，上記コンピュータにインストール済みである。

Read Cameraはファイルの保存形式を BMP（Windows

This document is provided by JAXA.
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Bitmap File）或いは TIFF（Tagged Image Format File）の

何れかに選択可能であり，任意に指定するスタートフ

レーム番号よりストップフレーム番号までの画像データ

を出力フォルダの下にフレーム番号付きで自動生成する

本装置専用ソフトウエアである。動画計測ソフトウエア

は一定の時間間隔で連続的に取り込まれた画像から，追

跡したいターゲットを１画面上に最大 4096個まで指定

し，その対象物を自動認識し，対象物の面積重心を計測

しながら自動追跡を行うプログラムであり，算出できる

データは二次元の座標と座標から算出される距離，移動

速度等である。

５．性能確認試験

　試作した衝撃負荷装置の総合的な性能確認の実施例と

して航空機胴体構造の衝撃応答を検討対象とした初期的

な胴体下部構造模型を用いて落下衝撃試験を実施した。

　まず，衝撃負荷装置では，装置の懸垂性能は将来の重

錘拡大計画を想定した最大重量（300 kg）を負荷して上下

移動を行い，性能を確認した結果では移動中の速度変更

に対しても正常に応答した。また，動作途中での停止動

作に対しても重錘を停止位置に持続的に保持できた。安

全装置は重錘の分離装置の電源を起動状態とした上で，

試験装置の下部に設置した透明扉を１ヶ所づつ開放し，

コントローラの電源がそれぞれ確実に切断することを確

認した。この状態は緊急停止，停電発生時と同等であり

分離機構がロックする。また，各扉に設置した開放検出

用リミットスイッチは扉のロックが不確実な僅かな間隙

状態でも動作する事を確認した。分離装置の分離タイミ

ングは独自に設計，製作したディジタル設定機能により，

パルス数と軸回転速度の任意設定値と実際の分離時刻が

同一であることを確認した。また，重錘重量を変更した

場合でも分離時間に変化がないことを確認した。

　総合的な確認試験で用いた胴体下部構造模型の試験結

果４，５）は別途示すものとするが，ここでは，負荷装置の

摩擦に起因する落下速度低下率の測定結果及び開発した

速度・変位計測装置の実用性及び新規に設備した高速度

ビデオカメラの使用環境について述べる。落下衝撃試験

に用いた供試体の形状は Fig.15に示すもので，負荷は規

定重量の重錘下面に供試体の床面を水平に直接固定した

状態で設定高さより落下させて行った。試験の状況を

Fig.16に示す。ここで，開発した速度・変位計測用の傾斜

Fig.15　胴体下部構造模型の形状

Fig.16　落下衝撃試験の状況
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ジグと変位検出器の設置状況は Fig.17に示すとおりであ

る。傾斜ジグは重錘垂直側面に固定し，供試体床面と接

触床面までの高さを計測することで供試体全体の垂直方

向の最大変形量を検出した。また，傾斜ジグ先端の速度

検出用凹凸部と接触負荷点を一致させて，落下最大速度

を検出した。負荷装置の摺動部の摩擦抵抗及び開発した

速度検出装置の性能を評価するため，開発した衝撃負荷

装置及び現有試験装置について落下速度低下率の測定及

び速度検出装置の検証を行った。ここでは，現有装置に

既設されている測定精度を保証された速度検出装置を開

発装置に移設して，試作の速度検出装置との比較計測も

実施した。

　重錘の懸垂高さの設定は５mの範囲内を0.5 mmの精度

で表示，設定可能なキーエンス社製長距離レーザ変位計

LF-2510型を用いて行った。装置に支持された重錘の落下

速度は，摺動部の摩擦等により純粋な自由落下による速

度より低下する。Fig.18に示す落下高さに対する速度低

下率は，重錘を設定高さから落下させた時の自由落下に

よる理論速度に対して，理論速度と床面接触の位置で計

測した実測速度との差の割合から算出した値である。理

Fig.17　変位検出器及び傾斜ジグの設置状況

Fig.18　重錘の落下高さに対する摩擦抵抗
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論落下速度の場合を０％と表す。開発した衝撃負荷装置

は完成して以来約半年間，他の付属開発装置及び新規試

験準備のため休止状態としていた。試験開始時より前半

の試験に於いては，装置完成時の各部への給油完了状態

及び部品自身に初期状態で充填済みの給油状態での実施

結果であり，速度低下率を○印で示してある。後半より

実施した試験では，特に接触摺動面とスライドユニット

部に潤滑剤を追加した状態で実施した場合の測定結果で

あり，●印で示してある。また，参考値として現有衝撃

試験装置に於ける測定結果を◆印で示した。現有装置は

重錘の取付時に支持軸と摺動枠に固定する重錘の平行度

の設定が難しく，経験者による良好な固定状態を確認す

る微妙な作業が必要である。このため摩擦に起因する速

度低下率を常に一定とすることは困難であるが，ここで

は，経験者の手作業と感覚で出来る限り良好に重錘を固

定した状態で，支持軸と摺動部に潤滑剤を塗布した場合

での測定値である。この装置では，自由落下が可能な設

定高さ範囲は約１mまでであり，これ以上の高さに相当

させる場合は重錘を空気圧と圧縮バネを利用して加速落

下させるため微妙な圧力変化等で落下速度が変化し，正

確な圧力値に対応する設定高さ相当を確定することが困

難であったので，表示は自由落下の範囲までとした。一

般的に，落下高さに対する速度低下率は重錘高さが低い

程大きくなる傾向にあるが，開発した装置では最大でも

10％以下であった。また，摺動部に十分な潤滑剤を施し

た場合では５％以下であった。現有装置の速度低下率（約

５～ 15％）と比較して非常に良好である。実際の落下試

験に於いては，設定高さは衝撃負荷エネルギの大きさを

算定するために必要な値であるが，解析に用いる値は供

試体に負荷する最大落下速度を検出して解析データとし

ているため直接的に摩擦抵抗を問題にすることはないが，

速度低下率は実験で設定する衝撃エネルギに関係するた

め，出来る限り小さな値に保つことが望ましい。

　高速度ビデオカメラ装置による胴体下部構造模型の変

形過程の撮像は，落下負荷装置正面より供試体の機軸方

向を接触床面近傍位置で観察できるように設置し，撮像

速度 4500フレーム／秒で記録した。胴体下部構造模型

（FS81 model及び FS82 modelと呼称した供試体の例）の

変形経過記録例を Fig.19及び Fig.20に示す。１回の落下

衝撃試験で記録される総画像数は約 16,400枚（カラーの

フル　フレーム画像）であり，１フレーム毎に名前を付

けて記録されている。供試体が床面と接触する瞬間より

最大圧縮に至るまでの変形経過とその後の供試体の復元

力による最初のリバウンド最大時点までの変形経過の記

Fig.19　胴体下部構造模型の変形経過記録例（FS81）

This document is provided by JAXA.



18 航空宇宙技術研究所資料 754号

録画像だけに限定しても約1000フレームの画像データが

ある。このため，記録例では供試体が床面と接触する瞬

間を仮に０フレーム（Touch）とし，最大圧縮時までの画

像を５フレーム毎に抜粋し縮小して示した。各画像の右

肩に示した数値は接触時よりのフレーム数である。Fig.19

に示す FS81 modelでは，最大圧縮が 116フレーム目に当

たる25.8 msecである。また，リバウンドの経過は供試体

が接触床面からの分離（Separation）する 206フレームま

でを 30フレーム毎に示し，711フレーム目が最初のリバ

ウンド最大時点であった。同様に，Fig.20で示す FS82

modelでは，92フレームが最大圧縮時（20.4 msec），接触

面分離時点が 147フレーム，リバウンド最大点が 604フ

レームであった。ここに示した画像データ例だけからも

供試体の変形経過をかなり詳細に観察することができる

が，実際の画像解析に使用する記録データ数は表示した

５倍以上を処理するため，更に詳細な変形過程を数値的

に確認できる。また，ディジタル記録のため専用解析ソ

フトによるデータの直接演算処理が可能であり，保存し

た記録画像の劣化もない。この装置の有効性は一般のビ

デオカメラの撮像速度１／ 30（フレーム／秒）で同試験

経過を監視する撮像結果と比較すれば明白である。後者

では床面接触点付近より最大圧縮時点までを１～２フ

レームしか記録することができず，接触点または最大圧

縮時点の画像を一致して記録することは殆ど不可能であ

る。

６．結　　論

　確認試験に於いて次に示す性能を確認できた。

（1）開発した装置の諸性能は，計画重量及び将来の拡大

計画を想定した最大重量に対しても十分な能力がある

ことを確認できた。また，移動中の速度変更及び停止

動作に対して重錘を停止位置に持続的に保持するブ

レーキ能力が十分であることを確認できた。

（2）安全装置は，重錘の分離装置を起動した状態で透明

扉を１ヶ所づつ開放し，コントローラの電源が確実に

切断することを確認した。各扉に設置した開放検出用

リミットスイッチは扉のロックが不確実な状態の僅か

な間隙でも動作することが確認された。また，高さ可

変式の重錘落下位置制限用の固定ストッパを併設して

いるため透明扉開放状態での準備作業に於いても確実

な静止状態が確保できる。

（3）重錘の摺動部であるスライドユニットの摩擦等に起

Fig.20　胴体下部構造模型の変形経過記録例（FS82）
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因する落下速度低下率は，実測により自由落下速度に

対して 10％以下であることが判った。また，十分な

給油を施した状態では５％以下であり，現有装置の値

と比較して非常に良好であることが判明した。

（4）摺動部への給油によって速度低下率が約半分程度に

減少することが判明したことにより，スライドユニッ

トのベアリング部への給油は，寿命等に影響を与える

ことが予測できるので定期的な整備が不可欠である。

（5）分離装置の分離タイミングは，独自に設計，製作し

た設定機能によりステッピングモータへの出力パルス

数と軸回転速度の設定値から正確な分離タイミングが

得られることを確認した。また，重錘重量を変更した

場合でも分離時間に差がなく，再現性も非常に良いこ

とを確認できた。

（6）速度・変位計測装置は，開発した傾斜ジグと超高精

度なレーザ式変位計（±３mm，50 kHz）を用いて測定

範囲 200 mmを最大誤差 0.2 mmの精度で測定すること

ができた。測定範囲は誤差の許容量によりジグ長と傾

斜角を変更することである程度，任意に変更できるた

め大変形の試験にも応用できる。また，傾斜ジグの先

端部に規定長の凹凸形状を追加することで速度と変位

が同一の検出器で測定可能となった。ディジタルメモ

リ等の同時記録チャネル数が制限される試験に於いて

同一チャネルで重複計測が可能となったことは計測効

率を高め計測項目の追加に寄与できる。

（7）新設したカラーの高速度ディジタルビデオカメラ装

置は，供試体の落下試衝撃験に於いて視認に極めて有

用であることが確認できた。また，他の計測データと

の相関の確認が容易となった。操作は非常に容易であ

り有効なデータ計測装置の一つと位置付けられる。

　上記に示した結果のように本装置の開発は計画した性

能を全て満足したものとして完成できた。

　今後は，本装置を用いて航空機構造の安全性の研究に

於ける複雑な構造モデルの衝撃解析の検証に役立つ高精

度な落下衝撃試験を実施していく予定である。
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